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１．目標管理の普及と進化 

 ＯＫＲの注目が高まっています。ＯＫＲとは Objectives and Key Results の略で、定

性的な目標を設定して、その目標を達成する上で重要な結果を把握する手法であり、

目標管理の新しいノウハウと捉えることができます。目標管理は２０世紀最大の経営

学者と評価されているドラッカーが、その重要性を主張し始めました。ドラッカーは

代表的な著作の１つ「現代の経営」において、企業で働く人材の意欲を高め、能力を

向上させる上での目標管理の重要性を説明しています。その後、目標管理はアメリカ

や日本といった先進国で普及して、多くの企業で導入されました。目標管理を導入し

て人材育成や組織の活性化といった効果に結びつけるためには、目標を適切に設定す

ることが必要です。 

しかし日本では１９９０年代後半から２０００年代にかけて目標管理が適切に活

用されていない事例が散見されました。この時期はバブル崩壊の後遺症から、日本社

会に閉塞感が漂っていました。閉塞感を打破するために、多くの企業は成果主義人事

制度を導入して、１人１人の成果を把握するための手法として目標管理を使いまし

た。しかし、安直に個人の裁量で成果を求めることを許容した企業では、目標を適切

に設定することができずに形骸化しました。その後、目標管理において、目標を適切

に設定するために進化したノウハウとしてＯＫＲがアメリカで開発され、日本に入っ

てきました。 

 

２．ＯＫＲの特徴と活用方法 

 ＯＫＲの特徴は定性的な目標の設定と結果指標の選定を組み合わせて行うことで

す。定性的な目標には、厳密には「目的」と呼ぶことが相応しい表現で設定します。

次に「目的」に相当する定性的な目標の達成状況を判断する上で、重要な指標を選定

して、その実績を追跡していくことを通じて活用していきます。 

例えば課長が、自らの課でワーク・エンゲイジメント（組織の活性化）を実現する

ことを定性的な目標として設定したとします。次に、定性的な目標の達成状況を把握

するために課の残業時間、情意考課（業務に対する取り組み姿勢の考課）の結果を把

握することが考えられます。ワーク・エンゲイジメント（組織の活性化）は、一般的

に業務の生産性と課員の職場満足度を両立させることで達成することができます。課

の残業時間を減少させることができれば、業務の生産性は向上していることになりま

す。また課員の情意考課の結果を向上させることができれば、職場満足度は向上して

いるはずです。 



このようにＯＫＲでは、定性的な目標と目標達成上の重要な結果指標を組み合わせ

て活用することが基本です。部や課といった組織単位でＯＫＲを活用することができ

ますし、組織のメンバー１人１人が個人単位でＯＫＲを活用することもできます。基

本的には組織単位でＯＫＲを活用して、それを組織のメンバーに浸透させるために、

個人単位のＯＫＲを活用することが期待されます。 

 

３．ＯＫＲの活用に関する展望 

 ＯＫＲの注目が高まっている理由は２つあります。１つはＯＫＲ活用の先進事例と

してグーグルやヤフーなどの優良企業が紹介されていることです。もう１つはテレワ

ークの必要性が高まっている環境下、ジョブ型雇用制度への転換が期待されているこ

とです。テレワークを定着させるためには、多くの日本の企業はメンバーシップ型雇

用制度をジョブ型雇用制度に転換することが求められています。テレワークを効果的

に進めるためには、１人１人の担当業務の範囲が曖昧なメンバーシップ型雇用制度よ

りも、担当業務を明確に切り分けるジョブ型雇用制度が適しています。そして１人１

人が担当業務を成果に結びつけるには、目標管理を活用することが考えられます。そ

のためテレワークの普及に伴い、ジョブ型雇用制度に移行する企業が増えることによ

り、目標管理のノウハウとしてＯＫＲの導入が増加することが想定されます。 

 ＯＫＲを効果的に活用するには、成果主義人事制度での目標管理が形骸化した教訓

を踏まえて、個人の裁量で成果を求めることを許容せずに、組織単位でのＯＫＲの活

用を先行させるべきです。そして組織単位のＯＫＲを組織のメンバーに浸透させるた

めに、個人単位のＯＫＲを活用してこそ、目標管理の新しいノウハウであるＯＫＲの

効果を高めることができます。 

 

                                                                      以上 

 

 
 
大手コンサルティング会社、大手シンクタンクなどにて教育プランニング、営業、

コンサルティング、講師としてキャリアを積む。講師歴は約３０年で、様々な規模

や業種の民間企業のほか、地方自治体や公的機関・団体、福祉施設などでの

研修実績を豊富に持つ。 

研修スタイルは、経営コンサルティングのノウハウを活かしてグループ討議や

演習を組み込み、一般論にとどまらず、業務での実践に結びつけることを重視

している。研修で使用するオリジナルの演習様式は、長年の経験で培ったノウ

ハウが１ペーパーに凝縮されており、各研修の導入先から定評がある。 
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